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論 文

ロールモデルの理論とAffirmative Action（2・完）

Role Model Theory and Affirmative Action [Part II] 

茂木 洋平
桐蔭横浜大学法学部

（2021 年 5 月 21 日　受理）

Ⅵ．ロールモデルの理論と社会的差別

1．社会的差別による AA の正当化をめぐ
る議論

ロールモデルの理論は、マジョリティはマ
イノリティのロールモデルにはなれず、マイ
ノリティだけがその役割を果たせると想定し
ており、人種分離を助長すると批判される

（Ⅴ 2）。この批判には、ロールモデルの理論
と差別の問題を関連付けることで、回答でき
る。

差別の救済による AA の正当化について、
AA の否定派から肯定派まで、すべての裁判
官が同意する。合衆国最高裁で AA に最も
批判的なスカリア裁判官も、直接に差別の弊
害を被った犠牲者の救済には賛成する 120。問
題は、差別の実施者や犠牲者を特定できない
が、マイノリティに及ぼされる社会的差別の
救済によって AA を正当化できるか否かで
ある。

社会的差別の救済により AA を正当化す
る見解は、社会的差別がマイノリティに不均
衡をもたらしているとし 121、肯定派の裁判官
は、AA による人種的不均衡の是正で、社会

的差別を救済する必要があると考えた 122。こ
の見解は、社会的差別の影響をなくすために
人種的不均衡の是正が必要であり 123、社会的
差別の救済による正当化を認める 124。

合衆国最高裁は、社会的差別の救済による
人種使用の正当化を否定し、差別の証明に確
固たる証拠を要求し 125、差別の救済による人
種使用の正当化に高いハードルを課す 126。

社会的差別の立証の際には、統計上の不均
衡が存在すればよく、AA の実施者が差別を
行っていたという証明は求められない 127。も
っとも、否定派の裁判官も、差別の証明の際
に、差別の実施者の特定まで求めておらず、
顕著な不均衡があればよいとする 128。中間派
や否定派の裁判官たちは、社会的差別を含ま
ず、個別の差別の例の具体的な犠牲者の特定
を要求する程に狭くない、救済目的の要求を
支持する 129。

２．社会的差別との関連
Wygant 判決パウエル裁判官相対多数意見

は、ロールモデルの理論による AA の正当
化には論理的終結点がないと批判した 130。同
相対多数意見は、「社会的差別の影響を緩和
する 1 つの試みだとして、（公立学校の制度
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下にある）マイノリティの生徒へのマイノリ
ティのロールモデルの提供」という利益によ
る AA の正当化を否定した 131。合衆国最高裁
は、社会的差別の救済による AA の正当化
が無期限になることを懸念した 132。

同相対多数意見は、ロールモデルの理論は、
人種に基づく施策がマイノリティの生徒にロ
ールモデルを与え、すべての生徒をマイノリ
ティの教員に触れさせることで、一般的な社
会的差別の是正を助けるという理由に基づき、
人種に基づく施策を擁護したと捉えた 133。社
会的差別の救済により AA を正当化する見
解は、個別具体的な差別行為の証明を要求せ
ず、人種的不均衡の是正が差別の解消に向け
て重要だと考える。ロールモデルの理論によ
り AA を正当化する見解は、マイノリティ
が過小代表の分野で、マイノリティに一定数
のロールモデルを与え、マイノリティがそれ
に触れることで、グループ全体の不利な状況
が改善されると考える（Ⅲ 1, Ⅳ 1）。両者の
焦点はマイノリティが過小代表の分野での人
種的不均衡の是正にあり、両者は関連する 134。

3．社会的差別の救済による正当化の否定
社会的差別の救済は合衆国最高裁 135や下級

審の判例 136 でAAの正当化理由として不適切
だと批判されており、それと結びつくロール
モデルの理論による AA の正当化は、合衆
国最高裁にとって不適合だとされる 137。社会
的差別の救済は曖昧だとするのと同じように、
判例はロールモデルの論理が不明瞭で法的に
疑わしいとしてきた 138。

これに対し、例えば、教員の雇用判断の
AA をロールモデルによって正当化する議論
では、マイノリティの若者は、学校でマイノ
リティの教師の存在を目の当たりにすること
で、マジョリティの文化とその機関が自分た
ちの生活や意義を評価していないわけではな
いと確信し、認識の政治を通じて、彼らが一
定の役割を担うことができ、伝統的に彼らが
到達できる範囲を超える一定の地位を占める
ことができると理解される 139。

この見解では、人種によって分断された社
会（マイノリティが劣等視され、マジョリテ
ィがアイデンティティを構成する社会）では、
周縁化されたグループ（マイノリティ）にと
って、教員にマジョリティを見ることでは、
自身が排除されず認識されていると感じる可
能性が低いことを示しているが、Wygant 判
決での合衆国最高裁の見解は対局にあるとさ
れる 140。Wygant 判決では、人種分断の歴史
は人々がいかに他者と相互に作用し、彼らの
役割を実施するのかについていずれの重要性
を有していないが、合衆国では人々が自身の
生活との関連でロールモデルを如何にして見
るのかという観点から、「人種が重要」であ
り、Wygant 判決の見解は「全く不合理」だ
と指摘される 141。この考えは、合衆国の生活
で「人種は不幸にも未だに重要である」142 と
する見解に基づく 143。

Ⅶ．ロールモデルの理論と多様性との
関連性

1．ロールモデルの理論と相当数
相当数とロールモデルの理論との関連が、

Oliver 判決 144 で示された。Kalamazoo 学区は
人種分離解消の命令下にあり、マイノリティ
の教職員を積極的に採用したが、財政問題か
ら 100 人以上の教師を解雇する必要があっ
た 145。集団労働協約に従うと、教員をレイオ
フする場合、シニオリティの低い教員から順
番に行う。だが、この手続きを用いると、黒
人の教員は白人と比べてシニオリティの低い
者が多いため、その割合を著しく減らす 146。
当該判決は、それが当該地区による過去の憲
法上の侵害を是正するプロセスを侵す限りで、
違法だと示した 147。当該判決は、学区と教育
委員会が地区の黒人の子どもに及ぼした憲法
上の侵害が救済されるまで、学区はシニオリ
ティに基づく手続だけでレイオフを判断でき
ないとした。

当該判決は、憲法上の侵害が救済されるに
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は相当数の黒人の教員の採用が必要で、それ
により、マイノリティの生徒に将来への望み
を抱かせ、人種的固定観念を壊すのに十分な
数のロールモデルが黒人の子どもに提供され
るとする 148。当該判決は、相当数を「黒人の
生徒が十分なロールモデルを持つことを保証
する人数」だと考えた 149。

合衆国のマイノリティの排除の歴史を考え
ると、わずかな数のロールモデルをマイノリ
ティに与えるだけでは、排除と価値の切り下
げがなくなったとマイノリティが納得する可
能性は低く、マイノリティの目線で、マジョ
リティによるマイノリティへの価値の引き下
げへの反証は、ロールモデルになり得る地位
にマイノリティが相当数いることで強化され
る 150。ロールモデルが相当数いることで、マ
イノリティは異例でなく、通常の存在とな
る 151。ロールモデルの理論では、それにより、
成功を希求するマイノリティの増加、マイノ
リティへの偏見（劣等視）の縮減が生じる 152。
相当数のロールモデルの存在は社会的変化を
もたらすとされる 153。相当数には正確な数値
はなく、望まれる転換の性質で異なる 154。

2．多様性と相当数
多様性に基づく AA の狙いは、AA によっ

て人種的不均衡を是正し、マイノリティへの
偏見の縮減するところにある。人種的不均衡
やマイノリティへの偏見の一因は社会的差別
にあり、多様性に基づく AA はその原因の
是正を意図する。故に、多様性による AA
の正当化は、実際には、社会的差別の救済と
結びつくとされる 155。裁判所は多様性の主張
が「漠然」としており 156、否定される可能性
が高いとされた 157。

だが、学生構成の多様性から生じる利益に
よって AA が正当化されることが、ロー・
スクールの入学者選抜の文脈で、合衆国最高
裁により認められた。多様性の利益は相当数
のマイノリティの学生の在籍によって生じる
とされ、相当数とは厳密な「人数や代表の数、
割合、範囲」ではなく、「意義のある人数」

や「意義のある代表」を意味するとされる 158。
相当数のマイノリティの学生の在籍によって、
マイノリティの学生は自身の人種の話者であ
るように感じず、マイノリティの学生に「マ
イノリティ特有の観点」がないことを非マイ
ノリティの学生が学ぶことで、人種的固定観
念が縮減される 159。当該判決では、相当数の
マイノリティの学生が在籍することで生じる
多様性の利益とは、固定観念の打破、人種相
互の理解の促進だと説明される 160。人数が増
えると、マイノリティの見解が多様化する可
能性が高くなり、固定観念を縮減するとされ
る 161。

相当数は、本質的には、ある人種に属する
者が孤立せず、その人種の代表者だと認識さ
れないことを確実にするのに十分な人数であ
り 162、非マイノリティがマイノリティを意識
するのに十分であり 163、固定観念を縮減する
のに必要な人数だとされる 164。相当数のマイ
ノリティの存在は、マイノリティが差別され
ていないと感じるようにするとされる 165。固
定観念の縮減が生じたか否か等に焦点を当て
ながら、大学はマイノリティの学生が相当数
に達したか否かを判断する 166。

Grutter 判決では、上位の学校のマイノリ
ティの卒業生が社会で指導的な地位に就くこ
とが想定されており 167、彼らが人種主義の影
響を受けている社会経済状況を変えることが
期待されている 168。相当数とは、人種的不均
衡が存在する社会を転換させるのに必要な人
数だとされる 169。マイノリティが小規模しか
いないときは周縁に置かれるが、相当数いる
ときは、マイノリティとマジョリティの関係
は質的に変化するとされる 170。

当該判決は、数値的な人種的均衡の達成で
はなく、相当数が多様性から生じる利益の達
成に必要だと示した 171。合衆国最高裁は相当
数のマイノリティを集める当該ロー・スクー
ルの目的に焦点を当て、それは人種的均衡で
はなく、多様性の教育的利益によって適切に
確立したと結論づけた 172。合衆国最高裁では
クォータや人種的均衡が禁止されており 173、
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当該判決でも問題とされた施策がクォータに
陥らないことが強調された 174。AA の強力な
支持者でも、人種的均衡の確保には反対し 175、
支持派の裁判官でも、相当数がクォータに繋
がるべきでないとする 176。

クォータや人種的均衡が憲法上禁止される
ため、柔軟性を持たせるために相当数が必要
となる 177。人口構成に基づいて利益を与える
ことはクォータであり 178、相当数は人数によ
って定義されないとされ 179、曖昧で弾力性が
あるため、好んで使用される 180。相当数とは、
主観的な基準であり曖昧だと批判されるが 181、
クォータを禁止する合衆国最高裁の先例と抵
触するため 182、相当数の概念の具体化はでき
ない 183。

3．ロールモデルの理論と多様性との類似性
Wygant 判決オコナ裁判官同意意見はロー

ルモデルの理論による AA の正当化を否定
し 184、ロールモデルの理論と多様性が混同さ
れるべきでない旨を示しており 185、両者を慎
重に区別した 186。

同同意意見は教員組織の多様性が AA を
正当化する可能性を示唆し 187、Grutter判決オ
コナ裁判官法定意見は高等教育機関の入学者
選抜の文脈で多様性による AA の正当化を
認め、その際、出力（卒業生と社会のかかわ
り）を重視した（Ⅶ 2）。ロールモデルの理
論と多様性の理論にはともに社会的差別を救
済する側面があり、その際に両者ともに相当
数のマイノリティの存在を必要とする等の共
通点があり 188、類似している 189。

実際に、ロールモデルの理論を高等教育機
関の教員採用の文脈に当てはめて考える見解
では、ロールモデルと多様性は非常に似てい
る。その見解によれば、大学教員に関するロ
ールモデルの理論の下では、マイノリティの
学生が相当数のマイノリティの教員を目撃し
たとき、その達成が高等教育で可能であると
彼らに証明でき、権威のある地位に就いてい
るマイノリティに会うことのない白人の学生
にも、マイノリティへの固定観念を縮減でき

る 190。マイノリティの大学教員の存在は、有
色人種の学生に当該機関で歓迎されていると
感じさせ 191、マイノリティは利益を受ける 192。
ロールモデルの理論は、マイノリティがロー
ルモデルから何か具体的な知識や技術をより
良く学ぶことに主眼はなく、相当数のロール
モデルの存在による社会変革を意図する。

これに対し、Grutter 判決の文脈では、す
べての人種に指導者としての道を開くことで、
指導者の正統性の確保が意識されており 193、
多様性は学生が目指すべきロールモデルを提
供するものではないともされる 194。当該判決
では、指導者の正統性を確保し、マイノリテ
ィが排除を感じず、統合された「隔たれるこ
とのない 1 つの国家という理想」の実現が重
視された 195。他方、Wygant 判決オコナ裁判
官同意意見では、これらの点に言及されてお
らず、マイノリティ教員の確保が指導者の正
統性や統合にそれほど重要性を持たないと考
えたことが両判決での判断を分けた 1 つの原
因であるとも考えられる。

Ⅷ．おわりに

本稿では、日本で本格的に紹介されていな
いロールモデルの理論による AA の正当化
の法的問題を考察した。ロールモデルの理論
が必要とされる背景には、マイノリティが指
導的地位に占める割合が少ないために、マイ
ノリティが自身を劣等だと考えて成功に向け
た努力をせず、マジョリティがマイノリティ
を劣等視する状況があった。ロールモデルの
理論によれば、ロールモデルの提供によって、
マイノリティは成功の可能性を知り、それを
希求するようになる（Ⅳ 1）。マイノリティ
の成功者が増えることで、マイノリティへの
固定観念は縮減し（Ⅳ 2）、社会的変化が生
じる。AA の文脈では、ロールモデルの理論
はマイノリティの包含のために使用されるが、
市民と非市民の区別の文脈では、リベラル派
の裁判官の考えとは逆に、排除の正当化に使
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用されることもある（Ⅲ 2）。
ロールモデルの理論による AA の正当化

には多くの批判があり、これらに完全には答
えられていない。真に救済の必要な者が直接
の受益者になっていないことは AA への最
たる批判であり、ロールモデルの理論は直接
の受益者だけでなくマイノリティ全体に利益
が及ぼされると回答するが、反対者を説得で
きない（Ⅴ 3）。ロールモデルの理論には論
理的終結点がないという批判に対し、マイノ
リティへの偏見や固定観念が縮減し、マイノ
リティが成功を希求する社会的変化が生じた
ときに、AA は終了すると述べて、論理的に
終結点があると回答できる。だが、人種構成
の変化など合衆国は絶えず変化し、グループ
間の不均衡が生じ続けるため、実際にはロー
ルモデルは必要であり続ける（Ⅴ 4（1））。
文脈により異なるが、判断形成機関には任務
や性質に応じて裁量に幅があり、裁判所によ
って大きな裁量が認められ、その判断が敬譲
される場合には、判断形成機関が相当数のロ
ールモデルが提供されていないと主張する限
り、ロールモデルの理論により AA を正当
化でき、実質的に AA への時間的制約はな
くなる（Ⅴ 4（2））。

ロールモデルの理論は人種的不均衡の是正
に焦点を当てており、不均衡は社会的差別に
よって生じたと認識しており、社会的差別の
救済と関連している。社会的差別の救済は
AA に否定的な裁判官から中間派の裁判官に
至るまで、AA を正当化する理由としてはあ
まりにも漠然としていると批判されており、
ロールモデルの理論もこうした批判にさらさ
れる（Ⅵ）。ロールモデルの理論は多様性の
理論とも関連する。両者ともに指導的な地位
における相当数のマイノリティの存在を必要
とし、それにより生じる社会的変化（固定観
念の縮減やマイノリティの成功の希求）を求
めていることが共通している（Ⅶ 1, 2）。だが、
それぞれの理論が問題とされた文脈は異なる
が、合衆国最高裁ではロールモデルの理論に
よる正当化は否定され、多様性の理論による

正当化は認められた。後者が AA の正当化
理由として認められた判例では、多様性が国
家統合に必要な旨が述べられていた（Ⅶ 3）。
相当数のマイノリティの存在によって生じる
社会的変化が、国家統合に必要か否かの違い
が判断の分かれ目であったのではないかとも
考えられる。
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